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はしがき 
 

本報告書は、当研究所の令和元年度外務省外交・安全保障調査研究事業（総合事業）「反 

グローバリズム再考：国際経済秩序を揺るがす危機要因の研究」プロジェクトにおいて実施 

した「世界経済研究会」の最終成果をまとめたものです。  

近年、英国の EU 離脱や米国の自国第一主義政策への傾向等に看取されるように、先進
諸国において反グローバリズム的ポピュリズムが勢いを増し、リベラルな国際秩序から背
を向けて、自国優先が強まることで、国際秩序・協調を大きく揺るがす事態が起きています。
各国国内に目を転じると、グローバル化や技術革新の進展により経済社会の急激な変化か
ら取り残された人々が、格差拡大等の問題に適切に対処できない政治社会に対して不満を
表明しているといった背景があります。その帰結として、グローバル政治における多国間主
義や国際協調が困難に直面するといった、構造的に起因する極めて複雑かつ深刻な問題で
あると言えます。  

本事業は、「反グローバリズム」の背景にある経済・政治・社会の要因を解明し、その根
本原因を正しく理解し、対処すべき課題に対して提言を行うことを目的としています。本事
業では、主に経済問題を扱う「世界経済研究会」（主査：稲葉延雄・リコー経済社会研究所 

常任参与）と、地政学的問題を扱う「グローバルリスク研究会」（主査：立山良司・防衛大 

学校名誉教授）の 2 つの研究会で構成され、各研究会が連携することで学際的なアプローチ
で研究課題に取り組むことを狙いとしています。 

「世界経済研究会」では、反グローバリズムの経済的要因の解明とその解決策について検
討を行っており、米国・中国・EU の政治経済、米中貿易戦争、WTO 改革、多国間主義の機
能、新興技術・第四次産業革命、産業界の役割等の幅広いテーマをカバーし、世界経済の長
期的な課題を明らかにした上で、その処方箋を提示しています。  

本報告書は、平成 29 年 4 月に開始した 3 カ年事業の「最終成果」となります。現在、新
型コロナウイルス感染症拡大が深刻化し、各国の経済社会および国際秩序に影響を及ぼす
新たな危機要因として猛威を振るっています。本報告書では、新型コロナの影響は直接的に
は扱っていませんが、世界経済の長期的な課題を明らかにしたという点で、新型コロナ収束
後の経済社会の在り方を考える上での重要な材料を提示しているものと考えます。また、本
報告書に表明されている見解は全て各執筆者個人のものであり、所属の機関や当研究所の
意見を代表するものではありません。 

最後に、本研究事業に終始積極的に取り組まれ、本報告書の作成にご尽力をいただいた両
主査先生ならびに執筆者各位、その過程でご協力いただいた関係各位に対し、改めて深甚の
敬意と謝意を表します。  
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